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論　　文　　の　　要　　旨

（1）本論文の構成

　　本論文は本文全12章ヨ497頁ラならびに参考文献から構成されている。

（2）本研究の目的

　　近年雪幼児の問題解決を取り扱った研究は，飛躍的に増加してきた。しかし，それらの研究資

　料を統合的に検討しようとする試みは少なくヨまだ統合されるにはほど遠いということができよ

　う。

　　本研究はまず第一にラこの問題を具体的活動雪知覚的活動守言語的活動による問題解決の三つ

　のレベルに大別しラそれぞれのレベルについて幾つかの実験を行い争次の点を明らかにしようと

　する。第一にヨ

　①問題解決様式の発達的変化の過渡期。

　②この過程における外界に対する操作手段の変化。

　　第二にはヨ問題解決様式の発達を統合的に説明することのできる外界に対する操作手段の変化

　の内容を明らかにしようとする。このため，新しい水準における外界に対する操作手段の獲得の

　指標になると仮定されている言語の行動調整機能が取り上げられる。

　　第三にはヨ以上の諸点を解明する実験結果の検討のうえにたって，幼児前期から後期への過渡

一144一



　期に顕著になる問題解決様式の発達をもたらす外界に対する操作手段の変化についてラ新しい考

　え方を提出しようとする。

（3）本研究の方法

　　以上の目的に達するために，次のような18の実験が行われた。

　①問題解決様式の発達の方向と変化の時期ヨおよび種々な問題解決に共通する外界に対する操

　　作手段の変化を検討するためにヨ⑤積木はめこみ課題の解決過程における手の活動の分析。⑤

　　図形分類課題の解決過程における視覚的探索活動を組織化する手続きラ図形分類時の眼球運動

　　の分析と事物名の呼称方路，⑤弁別逆転学習課題に及ぼす先行弁別時の言語化の手続きが用い

　　られた。

　②問題解決様式の変化と言語の行動調整機能の獲得水準との関係を検討するためにラ⑤積木は

　　めこみ課題解決過程での手の活動ラ直立姿勢保持およびひも通し課題解決行動の持続傾向が測

　　定されヨ⑤図版に描かれた多数の事物名を呼称する方略と2種の認知型課題が用いられた。さ

　　らに，⑤弁別逆転学習課題の解決時における言語化、図版による能動文と受動文の変換課題が

　　与えられた。

　③日常生活場面における行動の変化と言語の行動調整機能の獲得水準との関連を検討するため

　　にラ⑤保母に対する質問紙法と幼児の日常生活場面での行動特徴と言語の行動調整機能との関

　　係雪⑤保育場面での運動機能と言語の行動調整機能との関係が観察された。

　　これらの実験害調査事観察はヨ1971年2月から！980年11月にわたって行われた。それに参加

　した被験者は、3歳から5歳の幼児を中心とする1歳から！0歳の幼児1児童および比較のための

　成人ヨ計1，079名であった。

（4）本研究の結果

　①具体的ラ知覚的う言語的活動のいずれのレベルにおいてもラ幼児期に問題解決様式の発達的

　　変化が生じる。

　②問題解決様式の変化は。いずれも幼児前期から後期への過渡期である3歳と4歳の間で生起

　　した。ただし。知覚的活動の一部はヨ変化の時期が多少遅くなる。

　③問題解決様式の発達過程の特徴として，次の傾向が認められた。

　　⑤以前の発達段階において既に獲得されている能力が。少数の事象の処理にしか利用されな

　　　い段階から、多数の事象の処理に利用される段階へと移行する。

　　⑤試行錯誤的問題解決からヨ以前の問題解決の経験を，次の問題解決に適用できる段階へと

　　　移行する。

　　⑤問題解決に短時間しか従事できない段階から，長時問持続的に従事できる段階へと移行す

　　　る。

　　　以上の結果はヨ外界に対する操作手段の発達を示している事柄であると考えられる。

　④具体的ラ知覚的。言語的活動の各レベルにおける問題解決様式の発達と言語と言語の行動調

　　整機能との問にはラ単純な年齢との平行関係ではなくヨ内的因果的関係のあることが明らかに
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　　された。

　⑤日常生活場面における行動の変化と言語の行動調整機能との問に，密接な関係のあることが

　　明らかにされた。しかし、内的因果関係の有無は検討できなかった。

（5）考　　　察

　　以上の実験結果から害幼児期における問題解決様式の発達はヨ言語の行動調整機能が新しい水

　準に到達することによるものと考えることができる。しかしヨ本研究における諸実験を総合的に

　検討する時う外界に対する操作手段の発達の内容としてはラA．R．ルリヤによる言語の行動調整機

　能に関する発達的仮説だけでは不十分であり害次の内容を加える必要があると考えられる。

　　すなわちヨ問題に含まれる個々の事象に対してラ即座にヨ個別的に対応する段階から問題全体

　を見渡してラ組織的にまた持続的に問題解決に従事する段階へと移行する。その際，言語はこの

　組織的、持続的問題解決を支える役割を果す。また官言語が単に行動を解発する機能をもつに過

　ぎない段階から、行動を抑制する制止機能をあわせもち纈その意味によって行動を方向づける段

　階へと移行していくというノレリヤの仮説を一部修正し，次の中問段階を挿入する必要のあること

　が示唆された。すなわち害もっぱら一方向的に作用するラベルとしての機能を発揮する段階を加

　える必要があると考えられるのである。

審　　査　　の　　要　　旨

　本論文はヨ幼児庖児童の問題解決様式の発達的変化の特性，その変化の生じる時期，そのような

変化を生み出す要因を明らかにしようという研究目的を。ほぼ達成し得たという点でラ高く評価で

きる。特にヨノレリヤの言語の行動調整機能に関する発達的仮説から出発し，多数の被験者に対しラ

個別実験，調査，観察を駆使して，ルリヤの理論に新しい知見を加えたことは特筆するに値する。

またラ問題解決様式の変化の時期が4歳であることを確認し，幼児の知的教育のあり方に重要な示

唆を提供したことも、本論文の価値ということができる。概念規定にややあいまいさがあるとか，

因果関係を結論づけるには宝この研究だけからでは必ずしも十分ではないという短所もなくはない

がヨそれはむしろ今後に残された問題ということができよう。

　よって，著者は教育学博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。

一146一


